
青森県消防広域化推進計画検討会議設置要綱 

 

（設置） 

第１条 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）及び市町村の消防の広域化に関す

る基本指針（平成１８年７月１２日消防庁告示第３３号）の規定に基づき、本県に

おける自主的な市町村の消防の広域化の推進及び広域化後の消防の円滑な運営の

確保に関する計画（以下「県消防広域化推進計画」という。）を県が策定するに当

たり、関係者の意見を聴くとともにコンセンサスの形成を図るため、青森県消防広

域化推進計画検討会議（以下「検討会議」という。）を設置する。 

 

（所掌事項） 

第２条 検討会議は、次の事項について検討等を行う。 

（１）自主的な市町村の消防の広域化の推進に関する基本的な事項 

（２）市町村の消防の現況及び将来の見通し 

（３）広域化対象市町村の組合せ 

（４）自主的な市町村の消防の広域化を推進するために必要な措置に関する事項 

（５）広域化後の消防の円滑な運営の確保に関する基本的な事項 

（６）市町村の防災に係る関係機関相互間の連携の確保に関する事項 

（７）その他市町村の消防の広域化の推進に必要な事項 

 

（組織） 

第３条 検討会議は、別表１に掲げる委員をもって組織し、委員は、知事が委嘱又は

任命する。 

 

（座長） 

第４条 検討会議に座長を置き、座長は委員の互選により選任する。 

２ 座長は、検討会議の事務を総理し、検討会議を代表する。 

３ 座長に事故あるときは、座長があらかじめ指名した委員がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 検討会議の会議は、必要に応じて座長が招集する。 

２ 座長は、会議の議長となる。 

３ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

４ 座長は、必要と認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 
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（部会） 

第６条 検討会議が所掌する事項の調査研究及び連絡調整を行うため、検討会議に専

門部会（以下「部会」という。）を置く。 

２ 部会は、別表２に掲げる部員をもって構成する。 

３ 部会に部会長を置き、青森県危機管理局消防保安課長をもって充てる。 

４ 部会長に事故あるときは、部会長があらかじめ指名した部員がその職務を代理す

る。 

５ 部会の会議は、部会長が必要に応じて招集し、部会長が主宰する。 

６ 部会長は、必要と認めるときは、会議に部員以外の者の出席を求め、意見を聴く

ことができる。 

 

（任期） 

第７条 検討会議の委員及び部会の部員（以下「委員等」という。）の任期は、平成

３１年３月３１日までとする。 

２ 委員等に欠員を生じた場合の補欠の委員等の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（事務局） 

第８条 検討会議及び部会の事務局は、青森県危機管理局消防保安課に置く。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会議の運営に関し必要な事項は、座長が

検討会議に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月６日から施行する。 

 



（別表１） 

青森県消防広域化推進計画検討会議委員 

 

分野 所属 職名 

市町村 

（２人） 

青森県市長会 会長 

青森県町村会 会長 

消防本部 

（１１人） 

青森地域広域事務組合消防本部 消防長 

弘前地区消防事務組合消防本部 消防長 

八戸地域広域市町村圏事務組合消防本部 消防長 

五所川原地区消防事務組合消防本部 消防長 

十和田地域広域事務組合消防本部 消防長 

三沢市消防本部 消防長 

下北地域広域行政事務組合消防本部 消防長 

つがる市消防本部 消防長 

北部上北広域事務組合消防本部 消防長 

鰺ヶ沢地区消防事務組合消防本部 消防長 

中部上北広域事業組合消防本部 消防長 

消防防災関係

団体及び学識

経験者 

（５人） 

青森県メディカルコントロール協議会 会長 

公益財団法人青森県消防協会 会長 

青森県幼少年女性防火委員会女性防火部会 部会長 

東北町消防団東北さくら分団 分団長 

青森公立大学 教授 

青森県 

（２人） 

青森県危機管理局 局長 

青森県総務部市町村課 課長 

（計２０人） 



（別表２） 

青森県消防広域化推進計画検討会議専門部会部員 

 

分野 部員の構成 

消防本部 

（１１人） 
県内各消防本部が推薦する担当課長等 

青森県 

（３人） 

青森県総務部市町村課総務・行政グループマネージャー 

青森県危機管理局消防保安課長 

青森県危機管理局消防保安課消防・予防グループマネージャー 

（計１４人） 


